岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業認定事務要領
（兼）○○市地域優良賃貸住宅供給促進事業認定事務要領（案）
　（目的）

第１条　この要領は、岩手県地域優良賃貸住宅供給促進事業制度要綱（以下「県制度要綱」という。）に基づく供給計画の認定事務について必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２条　この要領において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
　一　地域優良賃貸住宅　第２号及び第３号に掲げる賃貸住宅（以下「地優賃」という。）をいう。

　二　通常型地域優良賃貸住宅　地優賃のうち、地域優良賃貸住宅制度要綱（平成19年３月28日付け国住備第160号国土交通省住宅局長通達。以下「国制度要綱」という。）第２条第１項第７号に規定する賃貸住宅であって、県制度要綱第３条の規定による認定を受けた計画に基づき供給及び管理されるもの（以下「通常地優賃」という。）をいう。

　三　災害復興型地域優良賃貸住宅　地優賃のうち、国制度要綱附則第２条第１項第２号に規定する賃貸住宅であって、県制度要綱第３条の規定による認定を受けた計画に基づき、東日本大震災により滅失した住宅に居住していた者の居住の用に供するために供給及び管理されるもの（以下「災害地優賃」という。）をいう。
　四　建設等　地優賃の建設、改良又は買取後改良をいう。

　五　サービス付き高齢者向け住宅　高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成13年法律第26号。以下「高齢者住まい法」という。）第５条第１項に規定する住宅をいう。
　六　局長等　県制度要綱第３条の規定による計画の認定を受けようとする賃貸住宅又は認定を受けた賃貸住宅が存する区域が、市にあっては市の長（以下「市長」という。）、町村にあっては広域振興局長（以下「局長」という。）をいい、その事務は、市にあっては県制度要綱及びこの要領並びに当該市の定める要綱等に基づいて市において処理し、町村にあっては岩手県事務委任及び代決専決規則（平成18年岩手県規則第64号）の規定に基づき各広域振興局土木部又は土木部土木センター（岩手土木センター及び千厩土木センターを除く。）において処理する。
　（供給計画の認定申請書及び添付図書）

第３条　地優賃（サービス付き高齢者向け住宅である場合を除く。）の供給計画の認定を申請しようとする者は、国制度要綱別記様式１に次の各号に掲げる書類を添えて提出しなければならない。
　一　付近見取図

　二　配置図

　三　各階平面図

　四　断面図及び立面図
　五　敷地等の地上権・賃借権等（改良の場合は当該建物）の権利を証する書類
　六　管理受託等同意証明書（認定様式第１号）
　七　基本設計計画概要表（認定様式第２号）

　八　近傍賃貸住宅市場家賃調書（認定様式第３号）
　九　概算工事費計算書
　十　次世代省エネルギー基準（省エネ等級４相当）に適合することを証する書類
　十一　加齢対応構造等のチェックリスト（高齢者住まい法施行規則第34条第１項第９号に規定する基準）（別表別紙）
　十二　その他

２　地優賃（サービス付き高齢者向け住宅である場合に限る。）の供給計画の認定を申請しようとする者は、国制度要綱別記様式２に、高齢者住まい法第５条第１項の規定に基づくサービス付き高齢者向け住宅の登録を証する書類を添えて提出しなければならない。

３　前２項に係る提出部数は正本１部、副本１部（地優賃の存する区域が町村にあっては、副本２部）とする。
　（供給計画の認定）

第４条　局長等は、供給計画を認定しようとするときは、別表により基準に適合していることを確認しなければならない。
２　局長等は、前項により供給計画が適合していると認める場合は、申請者に対し供給計画認定書（認定様式第４号）を前条第３項に掲げる副本を添えて交付するものとする。
　（供給計画の変更等）

第５条　第３条第３項及び前条第２項の規定は、県制度要綱第９条第１項、同第19条又は同第21条に基づく認定又は承認において準用する。
２　前項において県制度要綱第19条又は同第21条に係る準用をする場合において、前条第２項中「供給計画認定書（認定様式第４号）」とあるのは「承認通知書（認定様式第19号）」と読み替えるものとする。
　　　附　則
この要領は、平成24年６月20日から施行する。
－２－

